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職員啓発の現状-1

グリーン購入の具体的な取組
• 「各部署へ通知や通達等の送付」が最も多く、全体の23.1％
• 約2/3の地方自治体が「特に実施していない」と回答

出典：令和元年度 地方公共団体のグリーン購入に関するアンケート調査（環境省）
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職員啓発の現状-2

環境配慮契約の具体的な取組
• 「各部署へ通知や通達等の送付」が最も多く、全体の6.8％
• 70％以上の地方自治体が「特に実施していない」と回答

出典：令和元年度 地方公共団体のグリーン購入に関するアンケート調査（環境省）
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研修や教育の必要性

環境問題を取り巻く社会情勢は、近年大きく変化
気候変動対策の重点化、2050年カーボンニュートラル宣言
プラごみ対策
SDGsへの貢献、世界的なトレンドの変化
ESG投資の増加、企業行動の変化
技術革新、製品に求められる基準

環境問題は、環境部門だけの問題ではなくなった。
組織横断的な取組が必要であり、職員全体の環境に関する認識向上は不可欠
物品購入等調達に関わる担当者は多いので、グリーン購入・環境配慮契約は、環
境に関する研修の導入に最適
教育により、新たなアイデアが生まれ、取組の改善につながる。
グリーン購入・環境配慮契約の実施のため、継続的な教育・研修を行うことで、組
織全体の環境に関する理解が深まり、他の施策にも好影響が波及する。
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• 職員向け説明会

既存の説明会の活用

例）環境担当・・・環境マネジメントシステム、温暖化対策実行計画
契約担当・・・契約事務手続き説明会
財政担当・・・予算方針説明会
新入職員・・・団体の環境施策の説明

外部リソースの活用

例）環境カウンセラー、エコアクション21審査人等

伝えるべき内容

例）グリーン購入や環境配慮契約に取り組む意義、
調達方針・契約方針の内容、取組方法（該当商品の探し方、記録の付け方等）

職員啓発の方法-1
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職員啓発の方法-2

• Ｅラーニング

事例）横浜市（平成27年度～）
グリーン購入の概要を理解する【基礎編】
横浜市のグリーン購入の取組手順等を学ぶ【実務編】

成果物（PDF）データは環境省ホームページ掲載
環境省＞総合環境政策＞グリーン購入法＞参考資料＞過去の取組支援>平成27年度
https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/support_kako.html

パワーポイントデータ、音声データの提供も可能
横浜市環境エネルギー課 まで ☎045-671-4225 / ✉ ks-green@city.yokohama.jp
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職員啓発の方法-3

• 調達実績や取組状況を庁内で共有

取組の成果は、次なる改善へのヒント
組織横断的に情報共有できる既存の仕組みを活用
例）部長会議、課長会議、温暖化対策実行計画に関する委員会等
庁内LANを活用した情報共有
把握した調達実績、グリーン購入できなかった理由等を定期的に情報共有
できなかったことを責めるためではなく、改善の方策を検討するために活用
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職員啓発の方法-５

• 外部への情報発信
ホームページや広報紙に取組状況を開示したり、環境関連の委員会等で意見
をいただいたりする。

➡ 良い緊張感を持って取り組む。
➡ 改善への提案・協力が得られる。

出典：函館市ホームページ 出典：町田市ホームページ
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まとめ

地方公共団体の特徴
• 定期的な異動等により、担当者が変更となる。
• 一括購入ではなく、各課が独自に発注するため、担当職員が多い。
• 社会情勢の変化により、環境問題が組織横断的な課題に。

期待される効果
• 職員の意識向上と組織的な取組レベルの向上
• 取組改善につながるアイデアの醸成
• 社会情勢の変化に応じた政策立案

継続的な教育・研修が必要
• 既存の仕組みや外部リソースの活用で効率的な実施
• 庁内での情報共有だけではなく、外部への情報発信により良い

緊張感を生む




